
アメリカの難民政策の変遷
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はじめに

2016年のアメリカ大統領選挙で，争点の一つになるのが移民政策の改革であ

る。アメリカ社会が誰によって構成されるべきかという国民国家像に関わる問

題は，移民を受け入れ続けてきたアメリカにとっては建国以前から続く議論で

あり，その時どきで求められる国家像は変遷してきたと言える。 ーロに「移

民」と称しても，国境を越えた人の流れを作った理由は様ざまで，その中には

自発的な移動もあれば，非自発的な移動もある。 20世紀の二度の世界大戦が引
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- 73 - (755) 



関法第65巻 第 3号

き起こした大量の非自発的な人の移動が契機となり，今日では移民から差異化

された「難民」という区分が用いられるようになっている。

第 2次世界大戦後の1951年に難民条約が定めた難民の定義は，冷戦の影響を

強く受けており，たとえ非自発的な移動であっても，それが経済的な理由によ

るものである限りは移民として区分され，厳しい規制がかけられる場合が多い。

アメリカ政府が現在対応を迫られている人の移動は，メキシコを始めとするラ

テンアメリカ諸国からの非合法な入国あるいは滞在の延長で，多くは経済的理

由を背景としたものである。その一方で，難民条約が明記する難民の枠組みの

外側で，アメリカ政府は人身売買被害者や同伴者のいない未成年者 (Unac-

companied Children) に新たな受け入れ枠を設け，条約難民に準じた扱いをし

ている。

難民という概念が国際的に形成される過程において，戦略的，政治的，経済

的， さらには国内の文化的な要因によ って，移動する人びとへの各国の対応は

多様であった。以下では，アメリカに移動した「難民」に相当する人びとの経

験を歴史的な事例を通して追う中から，アメリカの難民政策に影響を及ぼした

国際的，国内的な要因が何であったのかを確認していく 。また，国内法として

の難民法の制定に大きな影響を及ぼした要因の一つである，インドシナ難民を

めぐるアメリカ政府の対応を事例としながら，アメリカが始めた戦争の結果と

して生まれた難民を，アメリカ社会がどのように受け止めてきたのかという，

外交と内政の接点に置かれた難民の状況にも触れていく 。そうした「難民」受

け入れ政策の転換が，今日のアメリカが直面する移民政策の転換という課題に，

どのような示唆を与えるのかについても考えていきたい。

1. アメリカヘの人の流れ

移民の国アメリカ

移民の国として始まり，今日に至るまで多様な背景の人々を社会の中に取り

込んできたアメリカ合衆国は，「多様性の中の統一 (Epluribus unum)」をそ

のモットーとしている。1782年に制定された国璽の表に刻まれているこの言葉
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は，今日では肌の色，宗教，文化や言語などが異なる人々が一つの社会を形成

する，多文化なアメリカの象徴として言及されることが多い。 しかし， 18世紀

の建国当初は，異なる背景をもって形成された13の植民地が，それぞれ州とし

て一つの国家に統合することを意味していたとされ，必ずしも社会を構成する

多様な人びとにまで視線が注がれていたわけではなかった (DOS2003, 6)。

建国時のアメリカには，移民よりもはるか前からアメリカ大陸に住んでいな

がら，アメリカ人という国民の枠組みの外に置かれていた先住民と，労働力と

して強制的にアフリカから移動させられ，合衆国憲法においてすら人格を与え

られず， 5分の 3人と計上されていた黒人が存在していた。そして，それ以外

の自由な人びとのほとんどは，ヨーロッパ出身者から成っていた。その中でも，

早くから植民地形成に関わったイギリス人を中心とするワスプ (WASP, ホ

ワイト，アングロサクソン，プロテスタント）が，独立後のアメリカ社会にお

いて中核的な位置を占めていた。移民の国として始まったアメリカは，独立後

の社会を運用していくには人口が十分ではなかった。逆に，ヨーロッパからは

政治的，経済的な変動を受けて，新天地に希望をつなぐ人びとの流れが続いた。

19世紀半ばにはアイルランド移民が，そして世紀後半には南ヨーロッパや東

ヨーロッパからの移民がアメリカに渡り，さらに中東やアジアからの移民がワ

スプを中心として形成された同心円の外側へと加わっていった。

そうした移民をアメリカの新たな国民として迎えるために，連邦議会は1790

年に帰化法を制定し (1Stat. 103), アメリカに 2年間居住する「よい人格」の

白人であれば，合衆国憲法への宣誓を行うことでアメリカ人としての帰化が許

されると定められた。 しかし，この帰化法は1795年に改正され (1Stat. 414), 

帰化申請のためにはアメリカでの 5年間の居住期間が必要となり，申請の意思

表示をしてから手続きを始めるまでに 3年間の待機期間まで設けられた。また

アメリカ人になるためには，「道徳的に」よい人格であることも求められた。

さらに1798年には外国人・治安諸法の一部として帰化法が再度改正され (1

Stat. 566), 帰化申請のために必要なアメリカにおける居住期間が14年間へと大

幅に引き伸ばされた。この背景には，当時ヨーロ ッパで生じていた革命などの
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政治的変動が，流入する移民を介してアメリカの政治に影響することへの懸念

が働いていたとされる。その後政権が変わり， 1802年の帰化法改正 (2Stat. 

153)で再び申請までの居住期間が 5年間に戻されるまでの間は，帰化申請を

するためには非常に厳しい条件が課されていた (LOC2003)。このように，ア

メリカは国内社会をあるべき姿に保っために，その入り口での規制を行い，建

国当初から必要な人材と忌避すべき人材を国の政策として選別してきたことが

うかがえる。

それでは，このような選別を経た移民は， どのようにアメリカという国を形

成していったのであろうか。1787年に制定されたアメリカ合衆国憲法は，その

2条 3項で「合衆国連邦議会の最初の集会から 3年以内に，議会が法律で定め

る方法に従って実際の人口の算定を行うものとする」と規定している。それに

したがって連邦政府は1790年に第 1回の国勢調査を行い，それ以降10年ごとに

今日に至るまで国勢調査が繰り返されてきている。 4回目の調査となる1820年

から，国内で増大する移民の状況を把握するために，白人のみを対象として

「帰化していない外国人」に該当するかどうかを問う項目が調査用紙に加えら

れるようになった。帰化の前段階にあたる永住権獲得者の数を手掛かりとして

見るならば， 1820年代までその数は年間1万人程度であったが， 1830年代から

は6万人程度へと増加し， 19世紀半ばには20万人を超え，第 1次世界大戦前夜

には100万人を超える年が出るまで，帰化を前提としてアメリカに移住する人

びとの数は大幅に増加している (OHS2013, Yearbook Table 1)。それに呼応する

ように， 1850年の国勢調査では外国生まれの人口は 9.8パーセントであったも

のが， 1870年にその割合が 14.8パーセントという，それまでで最も高い値に

達している。同年の国勢調査からは，調査対象者本人だけではなく，その両親

が外国生まれか否かについて回答する項目までが加わっており，新移民の急

速な増加がアメリカ社会にとって大きな関心事であったことがわかる (US

Census Bureau, 2002, 5-15)。

19世紀にかけて拡大するアメリカヘの移民の流れは，新大陸が可能にしてく

れる経済的な機会を求めて，ヨーロッパ側から自発的に生じたものであると語
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られがちである。 しかし，情報や交通機関の発達した21世紀であっても，生ま

れた土地を離れる人びとの割合は世界の人口の 3パーセント程度に過ぎない。

自由の女神の台座の内に刻まれたエマ・ラザルスの詩が「疲れし者，貧しき者

を我に与えよ。自由の空気を吸わんと熱望する人たちよ……。身を寄せ合う哀

れな人たちよ。住む家なく，嵐にもまれし者を我に送りたまえ。我は，黄金の

扉にて灯を掲げん」（米国大使館 nodate) と謳うように，アメリカという新天

地を求めた者の多くは，何らかの理由に追われて故郷を離れたのである。

人権の侵害や人道的危機を背景として生じた人の移動は，今日の国際社会で

用いられている区分に従えば「難民」に相当する。しかし，アメリカは自国を

目指してきた人びとを全て「移民」という 一括りでもって受け入れてきた。

もっとも，人道的な見地から，移民とは別個ものとして難民という枠組みが国

際的に作られるようになるのは，前述したように20世紀に大きな人道的危機を

経験してからのことである。その意味では，アメリカのみが難民に該当する人

の移動から目を逸らせてきたわけではないが，移民の国であるだけにアメリカ

が抱えた問題は大きかった。

移民を警戒するアメリカ

移民社会を土台として国家が作られながらも，アメリカでは建国初期におい

て，既に反移民感情が存在していた。先に移住した者にとって，後から来る移

住者は経済的な機会を奪うだけではなく，ワスプとは異なる宗教的，文化的な

背景を持つ場合，好ましからざるアメリカを形成する要素として排除の対象と

なった。また， ヨーロッパの政治状況が新大陸に影響を及ぼすことも懸念され

た。それでも，国土が拡大を続ける間は国内の労働力は不足し続け，移民への

需要は継続した。 しかし， 19世紀末にかけて領土拡大がほぼ完了し，国内の資

源が有限であるとの認識が強まると，移民に広く門戸を開いていたアメリカ社

会の視線は厳しくなった。特に東海岸においては，東・南ヨーロッパからの新

しい移民は，英語を話さず，都市部では未熟練労働者として吸収され，スト破

りに動員されたりしたため，アメリカ生まれの労働者との利害対立から摩擦が
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起こるようになる。また，ヨーロッパで社会主義革命が生じると，新移民がそ

うした危険な思想をアメリカに持ち込むのではないかという懸念も持たれた。

また，西海岸では言語や文化がさらに異なるアジア系移民が，そうした社会的

な不安要因となり始めていた（明石・飯野 2011, 五十嵐 2000, 野村 1992参照）。

中でも，大西洋や太平洋という海からの移民の入口となったニューヨーク市

やカリフォルニア1'1-1では，入国した移民がそのまま集住することで，既存の地

域社会の住民との間に利害の対立を生むことも多かった。そのため，連邦政府

よりも早く州や地方政府の立場から，移民に制限をかけることで対立を防ごう

という動きが取られた。例えば，中国からの移民に最も影響を受けていたカリ

フォルニア州では， 1858年に中国人・モンゴロイド系の移民を禁止する内容が

州法に盛り込まれた (Chap.CCCXIII)。また1879年に制定された新たな州憲法

においても，中国人移民に対する規制が書き込まれた (ArticleXIX)。 しかし，

, 1'1-1や地方政府が水際で人の流れを規制し始めると，連邦政府からはそれが州の

権限を越えた行為であるとの異論が唱えられた。連邦最高裁判所は， 1875年に

カリフォルニア州が中国からの移民の一部の女性の入国を制限したことを巡り

(Chy Lung v. Freeman, 92 U.S. 275), また同年にニューヨーク市が移民の上陸に

課税したことを巡り (Hendersonv. Mayor of City of New York, 92 US 259), それぞ

れ国境を越える人の移動を管理することは連邦政府のみが行使できる権限であ

るという判断を下し，州や地方政体による移民規制の動きを牽制していった。

それでは，入国をめぐり権限を持つ立場にある連邦政府は，こうした変化に

どのように対応していったのだろうか。連邦政府として移民に対する制限を最

初に行ったのは1875年のペイジ法 (18Stat. 477)で，それは中国からの強制労

働者，特に売春婦の規制を対象としていた。1882年には中国人排斥法 (22Stat. 

58)を成立させることによってさらに規制の対象を広げ，ごくわずかな例外を

除いて中国人労働者のアメリカヘの移民は完全に禁止された。同年に成立した

移民法 (22Stat. 214) も，アメリカにとって好ましくないと思われる人びとや，

公的扶助の対象となる可能性の高い人びとを水際で排除する項目が加わるなど，

特定の出身国の移民に限らず，移民全体への規制が強まる方向性を示していた。
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移民法は1885年 (23Stat. 332), 1887年 (24Stat. 414), 1907年 (34Stat. 898)と改

正を重ね， 1917年移民法 (39Stat. 874)では識字能力を持つことが移民として

の入国条件として具体的に課された。

さらに1921年移民法改正 (ch.8, 42 Stat. 5) においては，時限的ではあったも

のの，出身国ごとに1910年国勢調査時点でアメリカに居住していた人口の 3

パーセントまでが，その国からの移民の上限として設定された。 1924年移民法

改正 (43Stat. 153) においては，ヨーロッパからの移民全体の上限が年間15万

人と設定された上に，出身国ごとの移民の上限を定めるための基準として1890

年の国勢調査が用いられることになった。基準とされた年が1921年の法改正よ

りもさらに20年も遡るだけでなく，上限が3パーセントから 2パーセントヘと

狭められ，さらに時限立法ではなく恒久化された。この法改正には， 19世紀末

に急増した東ヨーロッパ・南ヨーロッパからの移民の流れを堰き止め，建国期

のアメリカ社会の人口構成を取り戻したいという社会的保守派の意図が働いて

いた。また，既に1908年の日米紳士協定のもとで自粛が行われていた日本人の

移民も， 1924年の法改正によってアメリカヘの入口を閉ざされることとなった

（川原 1990)。

このようにアメリカヘの入国に制限が課されるに伴い，それまで移民と特段

に区別されることがなく運用されていた「難民」に該当する立場の人びとにも，

移民に対するものと同じ制限が徐々に加わることとなった。1924年移民法は，

第 2次世界大戦後の1952年に出身国の上限を残したままで改正がなされる

(PL 82-414) まで続き，難民であっても公的扶助を受ける可能性があってはな

らず，移民と一括した出身地別の上限の範囲内でのみ受け入れられるという枠

組みが適用された。

移民だけでなく難民に対しても入口を狭めたアメリカでは，その後も移民の

国としての建国の理念に照らして移民に対して門戸を開き続けるべきだという

立場と，建国期の本来のアメリカ像を取り戻すことを求めて，出身国ごとに移

民に上限を設けるという立場が連邦議会で対立を続けた。当時のアメリカの政

治は，リベラル派がアメリカ東部に集中し，数の上では少数派を成し，中西部，
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南部，西部の下院議員が圧倒的な多数でもって，より厳しい移民規制を求めて

いた。そのため， 1924年法よりもさらに厳しい上限を求める保守派の動きは制

されたものの，アメリカの理念に応えるべく移民制限を緩めようとするリベラ

ル派の改正も実現しなかった。アメリカ政府が自由を謳って第 2次世界大戦に

参戦し，新たに生じる難民問題に対応しようとする上で，こうした国内政治の

構造が制約を加えていたと言えよう (Divine1957, 83)。

アメリカが移民法の改正を重ねながら，自国への人の流れに制限を加えてい

た時期は，国際的にはロシア革命による難民や，第 1次世界大戦の戦争難民な

ど，多数の難民問題が生まれており，難民問題にどのように対応するかが国際

社会の課題となっていた時期であった。1921年に国際連盟のもとロシア難民高

等弁務官として就任したナンセン (FridtjofNansen) は，難民の本国）盈還を最

も望ましい解決手段と考えていたものの，それが困難だとわかるにつれ第 3国

定住へと方向転換を行っていった。ナンセンの死後， 1931年から1938年まで国

際連盟のもとにナンセン国際難民事務所が， 1933年から1938年までドイツ難民

に対する難民高等弁務官事務所が設置された。そして，それらを引き継ぐ形で

1939年から1946年までの間，国際連盟難民高等弁務官事務所が設置された。

また， 1933年には難民の国際的地位に関する条約が締結されたものの，世界

恐慌が各国の経済を悪化させる中で，難民への経済的支援という負担を伴う難

民条約を批准する国は，アイルランド，イギリス，イタリア，チェコスロバキ

ア，デンマーク，ノルウェー，フランス，ブルガリア，ベルギーと少数に留

まった（舘 2014,51)。しかも，大戦間期のアメリカは，上述のように既に度

重なる移民法改正によって国外からの移民（難民を含む）を限定的にしか受け

入れなくなっていた。そのため， ヨーロッパで進むこうした国際機構を通した

難民への枠組みに加わらないだけではなく，民間組織による労働力移動に焦点

をあてた人の移動を進めるという，独自の方針で難民の問題にも対応していっ

た。
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第 2次世界大戦期の難民政策

移民に門を閉ざす国内政治の現実と，アメリカが掲げてきた人道主義という

理念の狭間に立たされる中で政権についたフランクリン.D . ローズベルト大

統領に， 1933年に発足したドイツのナチス政権によるユダヤ人の処遇は挑戦を

投げかけてきた。前述のように， 19世紀末から移民に対する制限を段階的に強

めていたアメリカは， 1929年に大恐慌にみまわれた。自国民の仕事が十分に確

保できない状態の中で，保守派は，それまでの文化的な外国人排斥の議論に加

え，経済的な理由からも，国境を閉ざす方向での勢いを強めた。国内で困窮す

る国民をよそに，外国からの難民が優先して受け入れられる状況ではなかった。

こうした対応において，ヨーロッパで大きな人道的問題となっていたユダヤ人

も例外とはならなかった。ユダヤ人難民に対しても 1924年移民法の出身地別の

移民枠の上限を根拠としながら，上限を越えた場合はその理由の如何を問わず

入国の機会を与えないという対応が取られ，別途受け入れ枠が設けられること

はなかった (Morris,1961)。

大恐慌への対応を通じて，ローズベルト大統領は19世紀末から続いていた議

会優位の国内政治の構図を，大統領が相対的に権限を拡大する方向へと変化さ

せていった。 しかし，ローズベルトはあくまでもアメリカは移民法の枠内でし

か難民を受け入れないという立場を堅持した。それでも， ヨーロッパが直面す

る難民の問題に，アメリカも何らかの対応を取るべきだとの声に押されて，

1938年 3月にフランスのエビアンにて会議を招集し，集まった32カ国代表およ

び民間団体の代表の間で，難民の長期的な救済について話し合いが行われた。

しかし，ローズベルト大統領がスペイン，イタリア，ロシアからの難民への対

応に言及したのとは裏腹に，国務省はドイツとオーストリアで人権侵害を受け

ている人びとのみを対象とするとの立場をとっていた (Sjoberg1991, 68-69)。ま

た，アメリカは難民問題に関して，甚本的に政府ではなく民間が対応するもの

という立場を取っており，会議を招集した立場でありながら，政府高官ではな

く民間人を代表として送り込み，アメリカ自身は移民法の制限の枠内でしか難

民を受け入れないという方針を明言 したため，エビアン会議は具体的な対策を
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出せないまま終了した (Jaeger2001)。エピアン会議を受けて1938年に政府間難

民委員会 (IGCR)が設置され，アメリカはイギリスと連携しながら難民問題

に対応することとなる。ローズベルト大統領が戦後の難民問題を視野に入れて

IGCRが対応する範囲を拡大しようとしたのに対し，国務省は英米の利害を考

慮しながら， ドイツとオーストリアの難民への対応のみに当たろうとした。特

にイギリスは，パレスチナヘのユダヤ人難民の再定住が， 目下の戦争で支持を

得たいアラブ諸国からの反感を買うことになるという恐れを抱いていた

(Sjoberg 1991, 72)。

難民問題に対してアメリカ政府が熱意に欠ける対応をとった背景には，アメ

リカ社会に潜むユダヤ人への差別意識があったとも言われる。実際，移民法改

正をめぐる連邦議員の発言の中にも，ユダヤ人を排除しようとする意図が示さ

れたものもあった。また， 1939年に行われた世論調査で， もし自分が連邦議員

であるならば難民の受け入れに反対票を投ずると答えたアメリカ人は， 83

パーセントもいたという数字が残っており (Divine1957, 96-99), 当時の難民問

題の中心であったユダヤ人への否定的な姿勢が読み取れる。その中でも，ユダ

ヤ人の子どもだけでも救済しようとする動きが， 1939年から1940年にかけて連

邦議会で試みられた。ワグナー上院議員 (RobertWagner, 民，ニューヨーク

』fl、I) とロジャーズ下院議員 (EdithNourse Rogers, 共，マサチューセッツ州）

は， 2万人のユダヤ人の子どもをドイツが割り当てられている移民上限の枠外

で受け入れることを提案した。しかし，保守派はそれによってアメリカ人の子

どもから機会が奪われることを理由に反対し，立法化されることはなかった

(Tichnor 2002, 164-165)。

ユダヤ人難民問題に関して何ら積極性な対応を取ろうとしない国務省に反発

し， 1944年になって財務省の中から遅ればせながらも動きが生じた。モーゲン

ソー財務長官 (HenryMorgenthau, Jr.) を窓口とした働きかけを受けたロー

ズベルト大統領は，行政命令第9417号によって戦争難民局 (WarRefugee 

Board, WRB) を設立した。 WRBは，約20万人のユダヤ人難民の救済にあ

たったとされる。また，アメリカ自身が難民を受け入れることで同盟国や敵国
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に有効なメッセージを送ることになるとも考えられた。アメリカの国内に一時

的な難民の避難所を開設することに対しては，世論の反発や，母国が安定化し

た後も難民が帰国を拒んだ場合に移民法の枠組みに大きな穴をあけることにな

るなどの懸念が示された。それでも，同年 4月に行われた世論調査では， 7割

が国内に一時的な難民避難所を設置することに賛成を示したとされる。そして，

同年 8月，軍が使用していなかったニューヨーク州フォートオンタリオの基地

に，アメリカ国内で初めての緊急難民避難所が開設され，イタリアまで逃避し

てきていたユダヤ人874名，その他108名が難民として受け入れられた。この対

応は，議会での立法措置を伴わなかったため， 1000名以下の規模に抑えられ，

難民の生活は十分な警備のもとで避難所内に留められ，戦争終結時には本国に

帰還すると説明されていた。 しかし，実際には第 2次世界大戦が終了した後，

853名は移民としてアメリカに留まることを認められた (Departmentof Interior, 

1946)。

自由の女神が象徴する，移民に開かれた国家であるはずのアメリカであって

も，国内の経済的，社会的，文化的な要因が制約となり，難民に対して移民制

限と同様に門戸が閉ざされた。ところが，難民の置かれた状況ではなくアメリ

カの国益が難民への対応を規定してきたという状況は，第 2次世界大戦に続く

冷戦の中では，逆に反共政策の一環として難民を論じることにつながる。

2. 冷戦の構図の中での難民受け入れ

国際環境の変化

第 2次世界大戦はヨーロッパ全域を戦場として戦われたことから，ユダヤ人

難民の問題に留まらず，戦時中から多くの難民を生んだ。そのため，国際社会

が膨大な人道的問題にどう対応するかという課題が，戦争終結に先立って投げ

かけられた。1943年にはバミューダーで開催された米英会議を受け，連合国救

済復興機関 (UNRRA) が設立された。これは，枢軸国から解放された地域

に，戦後復興に必要とされる物資を提供するものであるが，同時にナチスに

よって本国から移動させられた難民の本国帰還を進めることも目的とされた。
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これに対し，前述した IGCRは，ユダヤ人難民のように本国に帰還できない

難民の再定住を扱ってきており， 目的を異にする機関が併存することとなった。

しかし，実際の難民が置かれた状況は，帰還か再定住かという二つの組織の職

務内容に沿って明確に区分することができるものではなかったため，これらの

組織はいずれも十分に機能を果たすことができなかったと指摘される（柄谷

2014, 65)。

第 2次世界大戦の終結は重なり合うように冷戦の始まりでもあった。東側か

らドイツに連行された人びとの中には，共産化した本国への帰還を拒む者もい

た。しかし， ドイツを始めとして戦争による破壊からの復典という課題を抱え

る西ヨーロッパ諸国に，こうした難民が多数滞在を続けることは，戦後復興を

遅らせるような負担となっていた。 1947年には，前述の IGCRとUNRRAを

引き継ぐものとして，国連のもとに国際難民機関 (IRO)が創設された。 IRO

は難民の本国への帰還を主たる業務とし，帰還できない者だけを難民として保

護するはずであった。 しかし，前述のように帰還を望まない難民が多数にのぼ

り，計画通りに業務が進まない中で，難民に対してより長期的な対応が必要と

なっていった（柄谷 2014, 67)。

こうした長期的な難民問題への対応として，それまで人の移動に関わる唯一

の常設機関であった国際労働機関 (ILO) は，国連の枠内に新たな組織を設置

しようとしたものの，アメリカは IROを活用しつつ難民の移送のみに特化し

た機関の設置をめざしたため，方針が対立した。最終的に，難民のみを対象と

する制度設計がなされ，移住者に対しては国際的な保護がないまま置かれるこ

ととなった（柄谷 2004)。一方の難民に対する体制も， IROの後継組織をめぐ

り大きな立場の対立があった。そもそも，ソ連や東欧諸国は難民保護をめぐる

議論には参加しようとしなかったし，単独で負ってきた財政的な負担を重荷と

感じるアメリカは，可能な限り難民への責任を縮小したいと考えていた。そこ

で，新たに国連難民高等弁務官 (UNHCR)の制度を設立するにあたって，ア

メリカは UNHCRが難民に対して無制限にコミットすることができないよう，

財源を制約した (Loescher2001, 43)。UNHCRは，このようにアメリカと対立
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的な関係で動き始めたとされるが， 1950年代に難民の帰還をめぐりソ連との対

立が高まると，アメリカは UNHCRが冷戦に有効に活用できる機関と見なす

ようになり， 1955年に連邦議会が初めて UNHCRに対する拠出金を認めた

(Loescher 2001, 74)。

第 2次世界大戦終戦直後の時期には， ヨーロッパ以外でも新たな難民問題が

生じた。 1947年にイギリスがパレスチナの委任統治終了を表明したため，国連

パレスチナ特別委員会がその後のパレスチナのあり方についての報告書をまと

めた。最終的に，領土をアラブ人とユダヤ人の間で分割し，二つの国家を作る

パレスチナ分割決議が国連総会で採択された。しかし，分割案は人口比以上に

ユダヤ人にパレスチナの土地を与えるもので，不満を抱いたパレスチナのアラ

ブ人およびアラブ諸国は決議に反対をし， 1948年にイギリスがパレスチナから

撤退すると同時にイスラエルが建国を宣言すると，それに反対するアラブ諸国

とイスラエルの間で第 1次中東戦争が始まった。戦争そのものは翌年に停戦し

たものの，イスラエル領土となった居住地を追われたパレスチナ人は隣接する

国ぐにに難民として流出した。国連は総会決議 (A/RES/302(IV)) でもって

国連パレスチナ難民救済事業機関 (UNRWA) を設置し，加盟国の任意拠出

金によってパレスチナ難民への対応が行われるようになった。後述するように，

難民条約議定書によって UNHCRが地理的・時間的制限を設けずに難民問題

に対応するようになった後も， UNRWAが対応するパレスチナ難民には難民

条約および難民条約議定書は適用されず，今日まで UNRWAの権限が繰り返

し更新されている。

国際社会は，戦時の一時的な現象と見なされていたヨーロッパの難民問題が，

冷戦下で長期化することが明らかになるにつれ，恒久的な難民条約を制定する

方向で動き始めた。1948年に採択された世界人権宣言の14条が示す，「すべて

人は，迫害を免れるため，他国に避難することを求め，かつ，避難する権利を

有する」ことを実質化するため，国連経済社会理事会がアドホック委員会を設

置し，その委員会が難民条約の草案を起草した。 1950年12月の国連総会では，

国連にまだ加盟していない国ぐにも含めて，人権条約の支持を集めるため，草
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案の採択のための全権委員会議を開催することを決定した。そして， 1951年に

国連非加盟国も含めた26カ国の代表が集まった全権委員会議において，難民条

約が制定された。 1949年に先行して設置されていた UNHCRは，その後は難

民条約で定められた難民に対して責任を負うことになった。

こうして，第 2次世界大戦が生み，冷戦が継続させることとなった難民の問

題に対して，新たな国際体制が整えられていった。しかし， 1951年の難民条約

が対象としていたのは，条約制定以前にヨーロッパで発生した難民，すなわち

第 2次世界大戦を起源とするヨーロッパの難民のみであった。それ以降に，ま

たそれ以外の地域で国際社会が対応すべき難民が生じても，制定された難民条

約によっては対応することができないという，不十分な状態が続いた。実際に

は，その後もヨーロッパ以外の地域でも難民が発生し続けたため，ついには難

民条約第 1条にある難民の定義の時間的制約部分と地理的制限を削除する形で，

国連経済社会理事会において難民議定書が承認された。 1967年に難民議定書が

発効するに至って，ようやくヨーロッパ以外の地域で， 1951年以降に生じた難

民に対しても，国際社会が国際法にのっとって対応をすることが可能になった。

難民条約は，そもそも難民とは誰を指すのかという定義を初めて行ったもの

である。条約はその第 1条で，「人種，宗教，国籍もしくは特定の社会的集団

の構成員であることまたは政治的意見を理由に迫害を受けるおそれがあるとい

う十分に理由のある恐怖を有するために，国籍国の外にいる者であって，その

国籍国の保護を受けられない者またはそのような恐怖を有するためにその国籍

国の保護を受けることを望まない者」を難民と定めた。そして，難民条約を締

結した国は，庇護を申請するために不法入国または不法に滞在することを理由

に，難民を罰してはならず，また生命や自由が脅威にさらされるおそれのある

国へ強制的に追放したり，帰還させたりしてはならない（ノン・ルフルマンの

原則）と定められた。

こうした難民の定義は今日まで有効なものであるが，それが作られた冷戦の

対立を反映して，自由権に特化された定義であることは否定できない。先進国

の発展の裏返しとして途上国で生み出され続ける，貧困に虐げられ，そこから
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逃れようとする人びとは，難民ではなく移民として扱われ続けている。 2011年

に行われた欧米 6カ国の世論調査でも，紛争を逃れる人びとの受け入れを支持

する割合は 7割から 8割であるのに対し，貧困を逃れる人びとの受け入れは，

アメリカで 6割強，イギリス，フランス， ドイツでは 5割強に留まっていた

(Transatlantic Trends 2011, 10-11)。もっとも，国外から地域社会に新たに加わっ

た人びとが，難民であるか移民であるかを一般の住民が区別できるわけではな

いことが，難民と 一般住民の双方にさらなる負担を生じさせている。

アメリカの難民への対応

第 2次世界大戦の終結前後のヨーロッパの混乱は多数の難民を生んだが，戦

後復興を課題とするヨーロッパの国ぐにでは，難民の中でも労働力として活用

できる人びとを歓迎し，障害や高齢のために労働力とならない人びとは，難民

キャンプの中に留め置かれた。アメリカは，前述のように第 2次世界大戦中か

ら国際的な難民の問題に関与を行ったが，それらは主として本国帰還を想定し

た活動であった。戦後の難民移送に対しても引き続き大きな財政的な負担を

行ってきたが，人の移動は基本的には民間の責任であるという立場を取り続け，

1951年の難民条約にも加盟しなかった。国際法的な義務に縛られるのではなく，

むしろ自国の利害に沿った形で難民問題に対応する傾向があった。アメリカが

国際法の枠組みに入るのは， 1968年11月の難民条約議定書への加入であり，そ

れ以降は議定書に組み込まれている難民条約本体の条文内容にも拘束されるこ

ととなる。

もっとも，難民の本国帰還が現実的ではなくなると，アメリカ自身も第 3国

定住として難民を受け入れるようになる。しかし，アメリカは移民法が設定す

る出身国別の受け入れ人数の上限の範囲で難民への対応を継続し，上限を超え

て生じた難民問題に対しては，個別の立法や移民法の枠内のやり繰りで対応を

行った。国内法としての難民法制定が議論され始める1970年代後半までの間に，

そうした独自の受け皿を用いてアメリカが受け入れた難民の総数は， 200万人

にものぼったとされる (Moore1980, 5-6)。
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アメリカのこうした個別の難民への対応の背景には，第 2次世界大戦の終結

と重なるように始ま ったソ連との冷戦の枠組みがあり，共産圏で自由を奪われ

た難民と，その自由を提供できるアメリカという二つの体制の対立構図が，難

民の状況と重なるように描かれていた。そのため，実際のアメリカの難民受け

入れ政策では，冷戦下で共産圏において生じた難民が優先されるという，きわ

めて政治的な利用がなされていたと言えよう（加藤 2014)。しかし，第 2次世

界大戦中まで難民の受け入れに冷淡であった国内の保守派の姿勢が逆転したわ

けではない。今度は，難民に紛れて共産主義者がアメリカ社会に流入するので

はないかという懸念が持たれるようにな った。アメリカ社会の難民への反応は，

大恐慌から戦時の経済体制までの間は，経済的機会を中心とした文化的，経済

的な対立であったが，戦後はそれに置き換わるように，政治や安全保障を根拠

とした難民流入に対する懸念が，冷戦のもとで引き続き存在したと言える

(Divine 1957)。

アメリカ政府が難民に対して最初に取った独自の対応は， 1945年12月に出さ

れた大統領令で，議会の対応を必要としないものであった。それは，既存の移

民法の出身国別割り当て枠を変更することはなく， ヨーロッパの大使館の機能

を早期に回復することで，難民への移民ビザの発給を迅速にすることを命じて

いた。この大統領令は，難民の支援をする民間団体 (VoluntaryAgency, 以

下 VOLAG) が大統領に働きかけて発布に至ったものであるが，その際に民

間団体側から政府の支援には依存しない形で難民を受け入れるということが交

換条件として示されたとされる (Taft,North, and Ford 1979, 6)。1980年に国内法

として難民法が制定されるまでの間は，難民受け入れのために予算措置が取ら

れることはあっても，受け入れはあくまでも民間の活動とされ，政府からの財

政的支援が前提とはされてこなかった。

しかし，難民受け入れが移民と同一の出身国別割り当ての枠に縛られていた

ため，急増する難民の第 3国定住に十分に対応することができないことが明ら

かになると，移民法とは別個の立法によ って難民を受け入れることが考えられ，

1947年から避難民法の制定作業が始まった。難民に対して強く反対の姿勢を示
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す議会の保守派と対立する中で，難民を受け入れるための最初の立法となった

のが， 1948年避難民法であった。もっとも，難民の受け入れ上限は移民法の枠

内に留まり，当初目指していた政策目標からは大きく後退した。結局， 20万人

という上限のもと，農業従事者に優先枠を設けるなどの条件つきではあったも

のの，難民の受け入れを明示した立法であることは，これまでのアメリカの対

応と大きく異なるものであった (PL80-774)。同法は1950年に修正され，その

際に受け入れ上限が40万人にまで引き上げられた (PL81-555)。

避難民法は移民法の出身国別割り当ての枠内で制定されていたため，ある年

に特定の国からの避難民の受け入れが移民枠の上限を上回った場合は，翌年の

受け入れ数はその枠から差し引くという形で運用され，あくまでも移民法の割

り当て枠が担保された。また，連邦政府は難民に経済的な援助をしないという

原則を貰くため，受け入れられた難民は自已責任でもって住居と雇用を確保し，

公的扶助に依存しないと同時に，難民の受け入れによ ってアメリカ人の雇用機

会が奪われないことも条件として加えられていた (Bernard1975)。もっとも，

難民の住居や雇用の確保は，実際には VOLAGが中心となって行っていた。

こうした難民の再定住に不可欠な住居や仕事の確保という 責任は， 1980年の難

民法制定後は政府から経費の埋め合わせが加わることになったものの，今日に

至るまで VOLAGが負ってきている。こうした民間団体を巻き込んだ難民政

策の運用は，難民受け入れにおいて政府が果たす役割がより大きいヨーロッパ

諸国とは対照的で，アメリカの難民政策の特徴の一つをなしている (vanSelm 

2003, 162)。

こうしたアメリカ政府による初期の難民の受け入れは，大統領の権限と議会

による立法措置の二つを使いわけながら実施されていった。大統領の権限に関

わるものとしては， 1952年の移民法改正で一時入国許可という権限が司法長官

の手に委ねられた。これは，緊急事態あるいは公共の利益となると判断された

場合， 一時的に入国を許可するものである。 したがって，その必要性がなく

なった場合には当該外国人は国外に退去するという含みまであるものの，この

権限によって移民法の出身国別の上限の外枠として特定の難民を受け入れるこ
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とも可能になった。

立法措置としては，その後1953年の難民救済法 (PL83-203), 1957年の難

民・逃亡者法 (PL85-316), 1958年のアゾレス諸島・オランダ難民法 (PL85-

892), 1960年の難民公平配分法 (PL86-648) と続く 。1953年難民救済法は，移

民法の中での難民への割り当て枠とは別個に，難民の受け入れ枠が設定された。

個々の出身地ごとの上限は設けられたものの，従来の難民への対応とは大きく

異なるものであった。また， 1957年法では既存の移民の割り当て枠のうち，当

該年度に使用されなかった枠が，共産圏と中東からの難民のために振り分けら

れて利用された。1958年にはハンガリー動乱後の難民約 3万人が受け入れられ

ている。

さらに， 1960年の立法はそれまでの難民受け入れの立法とは異なり，特定の

地域や民族を想定していない一般的な内容となっていた。そして，難民受け入

れのための手続きとして， 一時入国許可を個々人にではなく，特定の集団に対

して行使することが初めて議会によって認められた。一時入国を許された難民

は， 2年間の滞在後，移民法が求める書類の提示を免除される形で定住外国人

に身分を変更でき，所定の年数の経過後は，市民権獲得へと道がつながること

になっていた。後に改正される1965年の移民法においても，難民からの身分変

更の手続きにおいて，こうした優遇的な扱いが引き継がれていく。また，他の

国ぐにが再定住を認めた難民総数の 25パーセントを，アメリカが難民として

受け入れることも示された。

移民法改正

こうした流れの中で1965年に行われた移民法改正 (PL89-236) によって，

1921年から半世紀近く設定されていた移民の出身国別の上限が廃止された。そ

れに伴って難民の受け入れ枠の基準も変更されることになる。しかし，移民法

の中に明記されているアメリカの難民の定義においては， 1951年の難民条約に

は定められていないアメリカ独自のイデオロギー的・地理的な枠組みが引き続

き課されていた。具体的には， 1965年移民法のもとでは東半球で17万人という
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移民の全体枠が設定され，そのうち各国からの移民に 2万人の上限が設けられ

た。そして難民に対しては，移民の上限の 6パーセントまでが条件付き入国枠

として割り当てられ， 2年間アメリカに滞在した難民は，合法移民へと身分を

変更できるとされた。

新しい移民法のもとで難民と認められるための条件は，具体的には以下のよ

うに定められた。

(1) 共産主義国あるいは共産主義に支配された国，あるいは中東地域の国の

出身である。

(2) 逃亡という形での出国である。

(3) 逃亡は人種，宗教あるいは政治的思想を理由とした虐待やその恐れを理

由としている。

(4) 出身国への帰還が不可能である，あるいはそれを望んでいない。

こうしたイデオロギー的，地域的な条件は， 1968年にアメリカが難民議定書

に加入し， 1951年の難民条約の難民の定義をも受け入れるべき立場となった後

も国内法としては修正されず， 1980年に難民法が成立するまで継続された。

移民の受け入れ枠の 6パーセントという難民の上限は，特定の国から大量に

難民が発生したような場合には，アメリカが受け入れられる難民に限界がある

ことを意味していた。そのため，移民法が改正されたにもかかわらず，実際に

アメリカが受け入れた大規模な難民の集団は，実は移民法改正そのものの恩恵

を受けるのではなく，先に挙げた司法長官による一時入国許可が使用されてい

る。また，キューバ革命によりアメリカとキューバの間の外交関係が途絶える

中， 1962年から1978年までの間に69万人のキューバ難民がアメリカに受け入れ

られた。西半球であるキューバには，当時は移民の国別の割り当て枠がなく，

割り当て枠の 6パーセントという難民の受け入れ枠もなかった。そこで，連邦

議会が別途立法化した枠組みでもってキューバ難民を受け入れ始め，移民法が

改正された後もキューバヘの別枠での対応は続くこととなった。

集団として一時入国許が使用されたもう 一つの例が，南ベトナム崩壊によっ

て生じた大量のインドシナ難民であった。彼らは当初は1965年移民法が難民の
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条件として定める「共産主義国あるいは共産主義に支配された国」に該当せず，

また地理的にも中東ではないため，移民法のもとではそもそも難民として受け

入れる枠がなかった (Cf.Sutter 1990)。そこでインドシナ難民に対して， 一時

入国許可が1975年に 3回， 1976年に 1回， 1977年に 1回， 1978年に 3回， 1979

年に 2回の計10回と設定・延長され， 1975年から1980年半ばまでに合計36万人

がアメリカに入国した。また，インドシナ 3国が共産化した後に出国した難民

は， 1965年移民法が定める条件付き入国枠を利用する資格を持つものの，その

枠は必要とされる難民の人数には到底及ばなかった。一時入国許可という，本

来ならば個々人に対して適用されることが想定された入国手段が， 1960年の改

正で集団を対象とできるようになったとはいえ， 1956年代から1979年までの期

間を取ると，年平均4.5万人近い難民の入国のために使われてきたことは， 一

時入国許可に制度設計の面から問題を生んでいた。また， 1965年の移民法改正

で条件付き入国枠が加わったにもかかわらず， 一時入国許可が用いられ続けた

ことも，アメリカの難民への対応を抜本的に変革する必要性を示していた。

移民法の枠のもとで受け入れられたことによって，難民は移民と同様に公的

扶助に依存しないことが入国の条件とされていながらも，実際には受け入れた

難民に対して何も支援がなされなかったわけではない。 1962年移民・難民支援

法は，国務省が移民・難民に対して行う支援に法的な根拠を与え，キューバか

らの大量の難民に対する保健・教育・福祉省による支援プログラムを制定した。

期限を限った立法でなかったため，キューバ難民への支援は1980年の難民法が

制定されるまで継続され，その間の支援総額は13億ドルを超えたとされる

(Moore 1980, 27)。インドシナ難民に対しては， 1975年インドシナ移民・難民支

援法が制定されて支援が始まったものの，前例となるキューバ難民に支援が無

期限に継続されたことを教訓に，時限的な支援立法を繰り返し制定する形が取

られた。これらの支援法では，連邦政府の判断で入国を認めた難民であるもの

の，実際には各1-Mで生活する上で必要とする支援費用については州政府の基準

に基づいて提供されたため，州政府に対して連邦政府がどのように立替分を返

済するかについて詳細に定められるようになった。
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難民法の制定にむけて連邦議会が審議を進める過程において，これまでの移

民法の中での難民の扱いが， どのような制度的な問題を示しているかというこ

とが検討された。その例として参照されたのが，ハンガリー難民，キューバ難

民，そしてインドシナ難民の現状を分析した民間団体の報告書であった (Taft,

North and Ford 1979)。以下，難民法制定の契機となるインドシナ難民の受け入

れを事例として取り上げ，どのような内容が検討されたのかを確認したい。

インドシナ難民の受け入れ

1975年 4月，南ベトナム政府が崩壊したことで，アメリカはサイゴンの大使

館職員を始め，南ベトナム在住のアメリカ民間人を国外へと逃す対応を進めた。

南ベトナムで長年にわたってアメリカ政府や企業などに雇用されてきた人びと

を始めとして，共産主義社会を嫌う人びと，中国系への民族的な迫害の恐怖を

感じる人びとなども国外に逃れようとして，多数の難民が発生することとなっ

た。ベトナム戦争を自らの戦争とみなしたアメリカは，こうした難民を国際機

関の保護に委ねるだけではなく，アメリカ自身が保護すべく対応を行った。

サイゴンの陥落を前に， 4月10日に議会の両院合同会議でフォード大統領は，

次のような演説をおこない，議会の対応を求めた。「（前略）南ベトナムに残る

6000人近いアメリカ人の安全と，アメリカ政府，報道機関，契約会社や財界な

どで何年にもわたり雇われていた何万人もの南ベトナム人とその家族の命に重

大な危機が迫っていることを案じている。南ベトナムの主張とアメリカとの同

盟を支えてきてくれた南ベトナムの知識人，教授，教師，編集者，オピニオン

リーダーたちに，アメリカは道義的に非常に多くを負っている。（中略）我々

がベトナムの人びとがまさに遭遇している人道的危機の窮状や苦痛を和らげる

ために，できる限りのことを行うことは最も良識的なことである。共産主義の

殺数を逃れた数百万人もの人びとは，家もなく困難な状況にある。アメリカの

人びとを代表して，アメリカ合衆国が希望を失った犠牲者に手を差し伸べ，食

糧を届けるために最大限の人道的な力を尽くすことを約束する」 (Ford1975)。

アメリカ政府はまず，民間団体などの要請を受け， 4月初めに南ベトナムの
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孤児たちを3000人近く国外へと移動させ，アメリカや他の西側諸国で養子縁組

を進めた (OperationBaby lift)。次いで，飛行機や船によって11万2000人ほど

の南ベトナムの人びとの脱出を助け，主にグアムの米軍基地に収容した

(Operation New Life)。施設に収容された人びとのうち本国への帰還を望む人

びと，第 3国への移住を希望する人びとを除いて，順次アメリカヘの再定住の

手続きが始められた (OperationNew Arrivals)。太平洋に点在する米軍基地

に作られた難民施設を転々としながらアメリカヘの入国の手続きを進め，最終

的にアメリカに到達するというのが，インドシナ難民の辿った道のりであった。

しかし，入国の手続きが手作業で進められたため，基地の難民収容施設は飽和

状態になり，移送された船舶の中で基地の施設に空きができるまで，そのまま

待機させられる難民もいたとされる。

自らが難民として米軍基地を経由して西海岸に到達するという経験をした，

カリフォルニア大学サンデイエゴ校のエスプリツ教授は，このようにアメリカ

から差し伸べられた難民支援が非常に皮肉な展開であると述べている。なぜな

らば，ベトナム戦争が戦われている間，ベトナム人を頭上から襲った爆撃機が

飛び立っていた米軍基地が難民の収容先となることで，アメリカの爆弾にさら

されていたベトナム人が今度は難民としてそこに収容されているからである

(Espiritu 2012)。

南ベトナムの崩壊は，アメリカ政府にとって予期しない速さで進んだため，

ベトナム，カンボジア，そして後にはラオスからの難民にどう対応していくの

かという対策は，後手に回ることになった。逆に南ベトナムの人びとの動きは

早く，例えば4月29日のサイゴン陥落の前から，既にベトナム難民がグアムに

到着し始め，陥落の前日にはその数が2万人を超したとされる。サイゴン陥落

直後の 5月に開かれた議会上院での公聴会において，省庁間タスクフォースの

ブラウン局長 (L.Dean Brown) は，難民の受け入れがアメリカの国内に与え

る影響の大きさに理解を示しながらも，ベトナム，カンボジアの戦争被害者に

アメリカがどのように対応するかは外交政策的な側面を持っていると述べた。

冷戦下のアメリカ外交において，共産主義の拡張によって生じた難民に， どの
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ような政治的役割を持たせていたかが伺われる (USSenate Committee on Foreign 

Relations 1975, 34)。しかし，政府からの支援もないまま，持ち出しの資金でイ

ンドシナ難民への対応に追われている民間団体の代表からは，難民支援の活動

を続けるためにも早く予算措置が取られることへの訴えがなされた。また，米

軍基地において身元確認作業を行うために時間が取られることで，難民が再定

住先に移動できずに留め置かれ，収容施設が満杯になっていることへの懸念も

伝えられた。

逆に，質問をする上院議員の中からは，難民と称しても，その中にアメリカ

が計画した暗殺に加担した武装勢力や，性産業の女性，共産主義の手先などが

混在しているかもしれないとの指摘もあった。インドシナ難民をアメリカ社会

に安全に受け入れるための対策についての懸念や，アメリカ経済が不況である

中でインドシナ難民の流入が市民の職を奪っていくことへの懸念も示された

(US Senate Committee on Foreign Relations 1975, 54)。こうした懸念は， 1975年 5

月に行われたギャロップ調査においても示されており，例えばベトナム難民の

受け入れに 54パーセントの人びとが反対の声を上げていた (Moore1980, 226)。

ブラウン局長は， 1960年代のキューバ難民の受け入れの際に，地理的な集中に

より生じた問題が再燃しないように，インドシナ難民は地理的に分散され，か

つ失業率の高い地域を避ける形で再定住地に送られ，アメリカの社会と経済に

吸収されるべく考えているとの回答をしている。この時点では， 一旦再定住し

た難民が，その後に第 2次移住を行う可能性については，十分に考えられてい

なかったことがわかる。

ブラウン局長は，全体像はつかめないもののグアムでの聴き取り調査などか

ら，インドシナ難民の 7割は英語も理解し，職業経験のある人びとであるため，

公的扶助に依存する可能性は低いと証言している (USSenate Committee on 

Foreign Relations 1975, 47)。実際， 1980年に東南アジア難民の就業率を調べた結

果は， 1975年に再定住した男性の場合は 74.4パーセント，女性で 51.6パーセ

ントと， 一般アメリカ人の成人男性，女性の就業率とほぼ同率であった (ORR

1981, 14)。これには，この時期に再定住した東南アジア難民の母国での就業形
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態が， 6割から 7割ホワイトカラーであったという背景もある (ORR1981, 15)。

しかし，インドシナ難民のうち成人男性の学歴は比較的高いものの，女性や子

どもの割合が高いこともあり，他の難民に比べると就業率は低めに留まった。

それがインドシナ難民の公的扶助に依存する割合を押し上げる要因にもなった

とされる (Moore1980, 150)。また，時間が経つにつれ，インドシナ難民の英語

能力は下がり，再定住時の就業率も 2割台へと下がっていった (ORR1982, 23)。

さらに，インドシナ難民の中でも集団ごとに差異があり，再定住から約20年経

過した1996年度であっても，ベトナム難民の現金支給の福祉依存度が40パー

セント弱であったのに対し，その他の東南アジア難民（多くはモン難民）では

71パーセントに近く，現金支給以外では，医療保険を 84パーセントが，フー

ドスタンプを 68パーセント強が受けるなど，インドシナ難民の全体としては

高い福祉依存率を示していた (ORR1996, 63)。

議会は1975年インドシナ移民・難民支援法 (PL94-23) を制定する中で，

VOLAGに対して難民を地理的に分散し，福祉に依存することがないように

指示を出している。また，受け入れた州に対しても現金支給，医療，社会サー

ビスなどの財政負担が生じないよう，福祉支出を連邦政府が全額払い戻すこと

が示されていた。インドシナ難民の再定住に関わった VOLAGは，多くが国

内に広いネットワークを有している信教団体で，その他に民族団体や人道支援

団体などもあった。しかし， VOLAGがこうした多数のインドシナ難民の受

け入れ体制を全国規模で整えることに手間取ったため，州・地方政体や営利企

業に対しても例外的な措置として再定住の支援が依頼された。

インドシナ難民のアメリカ本土までの移送を担当した陸軍の資料によると，

当初インドシナ難民支援に関わった VOLAGは，キリスト教ミッション同盟

(Christian Missionary Alliance) , 教会世界サービス (ChurchWorld Service), 

ヘブライ移民支援サービス (HebrewImmigration Aid Service), 国際救援委

員会 (InternationalRescue Committee) , 末日聖徒社会サービス (LatterDay 

Saints Social Services), ルター派移民・難民サービス (LutheranImmigration 

and Refugee Service) , トルストイ財団 (TolstoyFoundation), 米国カトリッ
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ク会議 (UnitedStates Catholic Conference) であったとされる (Cf.US Dept. 

of the Army 1976)。1979年時点で議会での難民法の審議に使われた資料と比

べるならば，インドシナ難民の支援に関わった VOLAGに多少の入れ替わり

があることがわかる (Taft,North and Ford 1979, 166)。こうした VOLAGは，当

初は一人当たり 500ドル，後に減額されて300-350ドルの資金を連邦政府から

支給されて，難民が再定住することを支援した。しかし，難民再定住政策を担

当した保健・教育・福祉省 (1980年より保健福祉省）は，難民一人当たり

2,950ドルという， VOLAGが受け取った数倍にあたる予算を配分されており，

さらにアメリカに入国する前の難民認定から輸送の手続きを担当する国務省に

も経費が発生している。ヨーロッパに比べると民間に依存していると言われる

アメリカの難民政策であるが，政府予算を使用せず民間団体が全ての責任を負

う約束で始まったトルーマン大統領の時代と比べると，難民法制定後の受け入

れに関しては，政府の持つ意味が大きく変化したこととなる。

3. 難民法の制定とその後の展開

難民法の影響

このように大量に受け入れを始めたインドシナ難民への対応が取られるのと

並行して，国内法として難民法を制定するための審議が連邦議会で始まった。

国内法としての難民法は，本来であればアメリカが難民議定書に加盟した際に

制定されているべきものであった。大勢のインドシナ難民の受け入れが進むに

つれ明らかになってくる問題に対応するために，遅ればせながら立法作業が始

まったと言えよう。議会における最初の動きは下院司法委員会における公聴会

で， 1977年に開催された。しばらく議会での動きは止まっていたものの， 1979

年に上下両院の司法委員会がそれぞれ1979年難民法案を検討する公聴会を， ま

た下院外交委員会も難民法案などに関しての公聴会を開催した。

こうした動きと並行して， 1978年には移民・難民政策特別委員会が設置され，

民間人 4名，上院議員 4名，下院議員 4名，そして行政府から司法長官，保健

福祉長官，労働長官，国務長官の 4名が構成員となった。この委員会には，合
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法，非合法移民や難民に関する現行の政策を検討し，新たな立法への提言を行

うことが求められ，難民法成立後の1981年に最終報告書が提出された (Select

Commission on Immigration and Refugee Policy 1981)。

こうして作成された難民法案は，上下両院で異なる内容で可決された後，翌

1980年春に両院協議会の法案が再度可決され， 3月にカーター大統領の署名を

もって難民法 (PL96-212) として成立した。難民法案の提案者であったケネ

ディ上院議員 (EdwardKennedy, 民，マサチューセッツ）・M)は，アメリカの

理念にとって難民が持つ意味を，以下のように語っている (Moor1980, iii)。

「アメリカは400年も前に最初の入植者がこの地にたどりついて以来，世

界の行き場のない人びとにとって安息の地となってきた。アメリカは他国

の追随を許さないほど多くの難民を受け入れてきた。これは誇るべき記録

である。長年にわたりアメリカは行き場のない人びとの必要性に寛大に，

思いやりをもって対応してきた。アメリカの難民再定住政策は，アメリカ

とその伝統に役立ってきた。」

成立した難民法では，アメリカ政府が本来は人道的な理由に基づくべき難民

への対応を，冷戦のイデオロギーを投影した外交目的によって恣意的に左右し

てきた点を正し，政治的に中立な難民政策が取られることが目指された。あわ

せて難民の上限が年間 5万人にまで引き上げられ，その後は大統領が議会の合

意のもと上限の設定を行うこととなった。冷戦期に多用された司法長官による

一時入国許可の集団への適用は終了され，法的に定められた難民認定制度が導

入された。また，戦争のような緊急時に生じる孤児を難民として受け入れるた

めの対応が別途書き込まれた。難民が定住外国人に身分を変更するまでの待機

時間も，従来の 2年間から 1年間へと短縮され，市民権獲得に要する 5年間の

滞在期間の内数として計算されることとなった。さらに，アメリカ国外で受け

入れ手続きが進められる難民と並んで，アメリカに入国した後に申請をする亡

命者についての規定も設けられた。

アメリカの各地に再定住することとなる難民の当面の財政負担を誰が負うの

かについても，連邦政府が明確に責任を持つことが書き込まれた。もっとも，
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そうした連邦政府からの支援が難民の経済的な自立を妨げることがないよう，

VOLAGが職業訓練や就職の斡旋をし，就業に必要な英語の習得を促すこと

も書き込まれ，可能な限り速やかに難民を経済的に自立させるという目標が各

所にちりばめられた法律でもあった。

こうして成立 した1980年難民法を組み込む形で，移民・国籍法 (INA)が

修正され，難民再定住室 (ORR) が創設された。新しい難民法のもとでは，

大統領が議会に対して毎年度，出身地域ごとの難民受け入れの上限を示した報

告書を提出し，議会と協議の上で大統領が最終的な難民受け入れ数を決定して

いる。当初の難民の上限は 5万人と定められ，難民法制定直前に移民法の中で

6パーセントとされていた難民上限が17,400人であったことに比べると，難民

法の制定により難民の受け入れ枠が大きく広がったことがわかる。

難民法制定から10年ほどの間に，アメリカに再定住した主な難民集団は以下

の通りである。1980年のグアテマラ，キューバ，ハイチ難民， 1984年のクメー

ル人難民， 1987年のエルサルバドル，ニカラグア難民， 1989年の天安門事件後

の中国難民，そして冷戦終結にともなう 1989年の東欧諸国からの難民と1990年

のソ連難民である。難民法の成立によって，難民の定義からイデオロギーと地

理的な要件が外れたことで，アメリカにおける難民の定義も国連と共通のもの

となった。それでも，冷戦期のアメリカの難民受け入れ政策の実態は，対外的

にアメリカの自由度，包容力を顕示する冷戦外交手段の一つであり続けた。た

とえばペレストロイカ期の1987年に，ソ連が出移民の制限を緩めたことを受け

て，翌年のアメリカの難民枠がそれまでの72,500人から87,500人へと拡大され，

アメリカこそがソ連からの難民を受け入れる国であることを示した。もっとも，

こうした冷戦の枠組みで難民の受け入れ政策が利用されることで，アメリカの

財政負担を増す結果を引き起こしたとも言われる (Zuckerand Zucker 1991, 235)。

しかし，冷戦の終結によってアメリカにとっての難民政策は，これまでとは

異なる意味を持つようになった。冷戦後は，東欧やソ連の体制転換， 1991年に

生じた湾岸戦争に加え，民族や宗教を口実とした地域紛争が多く発生した。す

ると，それに伴って多くの難民や国内避難民が生まれた。アメリカは国連との
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図 1 アメリカの難民再定住年間上限と定住難民数
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出典： DHS (annual) より 筆者作成。

連携のもとに，難民の再定住を行なっていくようになる。1992年には年間

142,000人まで難民枠を拡大したが，体制転換期の混乱状況が収束するにつれ，

1990年代半ばには年間10万人を切る程度の受け入れ規模に定着していった

(Martin, D. 2005, 17)。

難民の受け入れは，年間の上限が設定されると同時に，アフリカ，東アジア，

ヨーロッパ・中央アジア，ラテンアメリカ・カリブ海地域，近東・南アジアと

いう地域ごとの上限が設定され，それに加えて予期せぬ事態に備えて未配分の

枠が取り置かれる。難民条約制定当初の年間 5万人という上限は，冷戦の終結

や地域紛争のように国際社会で難民が生まれる状況に応じて，図 1のように推

移してきた。同時に， 9・11事件の後のテロヘの恐怖というアメリカ社会の反

応によって，たとえ難民としての条件を満たしていても，テロリストとの関わ

りが疑われるなどの理由で国内への受け入れが厳しく制限され，実際の難民の

受け入れが少数に止まり，上限と大きく乖離する状況が見られた。

また，難民条約に加盟する国の間でも，認定した難民を自国に受け入れるま

での手続きは一様ではない。アメリカの難民の受け入れは，時期によって優先

分類が設定されていた。例えば， 1995年度からは 6つの優先分類に沿って難民
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の受け入れがなされていたが，他の受け入れ手段とも重複するものが整理され

たことで，現在では次の 3つの分類のみが使用されている。第 1の優先分類

(P-1, 個人枠）は国連難民高等弁務官，米国大使館，および指定された NGO

によって仲介された，保護が緊要されるケースや迫害が解決されない人びとで

ある。第 2の優先分類 (P-2, 集団枠）はアメリカが特別に人道的な関心を持

つ集団を対象としたもので，特定の民族，部族，エスニック集団のうちの特定

の人びとが毎年指定される。第 3の優先分類 (P-3, 家族再統合枠）は既に難

民や亡命者としてアメリカに受け入れられた人びとの家族の再統合で，配偶者，

未成年の子どもや親がそれに当たる＊。本人の申請枠である第 1' 第 2のうち，

第 2の優先分類はアメリカが外交政策と密接に結びつく形で積極的に優先され

る集団を特定することができる。このように，アメリカの難民の受け入れは人

道的な政策でありながら，同時に政治的なメッセージを発信していると言える。

受け入れられた難民の処遇

難民はその定義からして，本国に留まることができず国外に逃れるものを指

すため，難民であるか否かの認定作業は原則として本国以外の 1次避難地で行

われてきた。先述の第 1' 第 2分類に該当する場合， UNHCRや大使館が難

民として認定を行った後，アメリカのいずれかの場所への受け入れが決まると，

再定住のためのオリエンテーションが行われ，その後国際移住機構がアメリカ

までの移送に当たっていた。 しかし， 1次避難地で難民認定の手続きをおこな

うための事務的な体制が整っていなかったり，難民認定を行うために必要な迫

害を証明する情報が欠けていたりすると，認定作業が長引く場合もある。その

ような場合には，難民の受け入れの枠に余裕が残りながらも，難民が実際にア

メリカに到達できないという事態も生じる。さらに， 2003年に生じたイラク戦

＊ 家族の再統合はアメリカが重視する価値ではあるが， 1990年代にその枠の不正使

用が発覚したため， 2003年度からはその資格を制限し，また2008年度から 4年間は

使用が停止されていた。2012年度から新たな検証方法を取り入れることで再開され

ている (ORR2013)。
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争では，戦後の混乱の中で，国内で人道的な危機に直面する人びとの多くが，

国外に逃れて難民認定を受けられない事態が明らかになる。そこで，アメリカ

政府は， P-2分類の中でも本国を出国しないまま難民申請をすることが許可さ

れる集団を毎年特定するようになった。例えば2014年度であれば，アメリカ軍

の占領に協力したイラク人がこうした集団として特定されている (DOS,DHS, 

and DHH 2014, 11)。

難民法の制定後は，国務省人ロ・難民・移民局 (PRM),ORR, そして

VOLAGの間で，難民の受け入れ前から地域社会への統合までの流れが次の

ように想定されている。VOLAGは国務省で定期的に会議を持ち，受け入れ

の必要な難民をアメリカのどの地域でどの程度受け入れるべきかを確認し，国

内のネットワークを利用しながら具体的な難民の受け入れ先を決定していく

(van Selm 2003, 162)。国務省に登録される VOLAGの構成は時代によって変化

してきたものの，その大多数は宗教を背景とした団体であり，全国にネット

ワークを持つ場合が多い。また，特定の国からの難民が集中するような時期に

は，同郷のエスニック集団などが加わることもある。それ以外には，人道的な

立場から難民支援を行う団体も加わっている。しかし，必ずしも全ての

VOLAGがいずれの地域でも活動しているわけではないので，受け入れ地域

によっては VOLAGの顔ぶれが異なっていたりする。

かつてキューバ難民を受け入れた際に，その大多数がフロリダ州に集中した

経験から，インドシナ難民の受け入れの際には各地に拡散して再定住する方針

が取られた。しかし，移民・難民政策特別委員会の最終報告書は，難民は自然

に同民族の住む地に集住するだけでなく，むしろ同民族が近くにいるほうがア

メリカ社会に包摂されやすく，また必要な教育等の支援も行いやすいと提言し

ている (Martin,P. 1982, 35)。結局，難民法では受け入れが特定の地域に集中す

ることで過大な負担を生まないよう，難民を全国に拡散する方針が書き込まれ

た。

難民の再定住先は，連邦政府と VOLAGの間で決定されるものの，その情

報は実際に受け入れを行う朴Iや地方政府に事前に知らされる仕組みにはなって
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いない。また，再定住をした後により有利な福祉政策のある1'1-1や自分たちの集

団が集住する地域など，自分たちがより暮らしやすい地域へと移動する現象が

見られるようになった。大規模な第 2次移住が行われると，受け入れ社会では，

教育，医療，福祉などの現場で，突然，大規模に負担が発生することがある。

特にモン難民の場合，カリフォルニア， ミネソタ，ウィスコンシンの 3州で独

自のコミュニティが確立されるようになると，第 2次移住による集住が際立っ

て見られるようになる。そのため， 1982年の難民支援法改正 (Sec.412 (a) (3)) 

からは， ORRに第 2次移住に関する情報収集を収集することが求められるよ

うになった。難民が受け取る社会保障番号は，上 3ケタが最初の再定住朴1を表

しているため，その移動を調査することで移住先の1'1-1への連邦からの支援が遅

延しないような対策を取ろうとした (ORR1995, 36)。その結果， 1995年を例に

とると， ミネソタ 1'1-1では第 2次移住によって1933人純増していたことなどが明

らかになっている。

このように，当初は想定されていなかった第 2次移住についての情報が集ま

るようになると，新たに難民が移住したコミュニティも連邦からの支援を受け

入れることができるようになる。しかし，あくまでも第 2次移住が手続きを

伴って行われた場合に限り，こうした資金の再配分が可能であり， しかも過去

3年間の再定住難民数が連邦からの支援の積算基準となってきたため，大規模

な第 2次移住の場合には，財政的な措置が行われるまでの時差が受け入れ先に

大きな負担を課すことになる。

アメリカが様々な福祉政策を提供することで，難民が自立ではなく福祉に依

存するような傾向があるとの批判もされるが (Barnett,D. 1999), 受け入れられ

た難民の待遇も，難民法制定から時間が経つとともに変化をたどってきた。難

民法には，難民の再定住から36ヶ月まで，連邦政府が直接，あるいは朴1政府や

民間団体への払い戻しの形で，全額を上限に現金支援と医療補助を行うことが

授権されていた。 しかし，アメリカの財政状況が厳しくなると，難民の早期の

自立を促す方向で，連邦政府の支援は徐々に縮小されていった。 1986年度には，

連邦政府の全ての支出が削減対象となるグラム・ラドマン・ホリングス法が成

- 103 -- (785) 



関法第65巻第 3号

立し，そのために36ヶ月の支給期間が31ヶ月に短縮された。さらに， 1988年度

には24ヶ月まで， 1989年度には12ヶ月までと短縮され， 1996年度からは現在と

同じく 8ヶ月にまで短縮された。もっとも，未成年の子どもがいる家庭や障害

者の場合は，難民という身分とは関わりなく受給できる一般の福祉政策があり，

当初はその受給額も連邦から1+1に対して全額払い戻しがなされてぎた。しかし，

2013年現在では，例えば未成年の子どもがいる家庭への支援 (TANF) の場合，

連邦政府は入国から 5年までしか支払わないため，難民が長期に福祉に依存す

るような場合には，州の負担が増加することとなった。

計画的に移住の準備をするわけでもなく，生命の危険を逃れて，全く異なる

環境のアメリカに再定住した難民にとっては，言語や文化はもとより，生活そ

のものを再開するだけでも大きな挑戦である。その中で，連邦政府からの援助

が打ち切られる 8ヶ月以内に，就業をして自立することが求められる。今日ア

メリカに再定住した難民の課題は，難民法制定前に個別の立法で支援をされた

難民や，難民法制定直後の権限法の上限まで長期に支援された難民とは大きく

異なってきている。毎年議会に提出される難民報告書では，連邦予算で行われ

た支援によって，難民の経済的自立，英語の習得，能力に応じた就業がどのよ

うに達成できたかという成果を示すことが求められている。

また，東南アジア難民とキューバ難民のみに支給されていた連邦政府からの

補助金を，主にユダヤ系ソ連難民へも提供するために， 1979年度からマッチン

グ・グラントが始まった。これは，民間資金 1ドルに対して，連邦政府が1ド

ルを提供するというもので， 1980年の難民法においても継続された。連邦資金

を受けた VOLAGは，難民の経済的自立を目標に掲げるものの，具体的な達

成率を示さないものが多かった。ところが， 1997年度の報告書からは120日後，

180日後の自立率，就業率，働いている場合の時給，医療保険支給の有無など

を一覧表として示すようになり， VOLAG間の数字が比較されるようになっ

た。このように，難民に直接対応する VOLAGに対しても，連邦政府から難

民の早期自立を促すことを求めた働きかけが加わっている。

非自発的に生じる難民への対応は，人道的な見地から行われるべきであると
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図2 2014年度難民就業率
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出典： ORR (2015). 

考えられ，アメリカは第 3国定住として世界で最も多くの難民を受け入れてい

る (UNHCR2014)。 しかし，アメリカ自身の経済状況が変化する中で，アメリ

カの国民の経済的な負担や機会をめぐる競合は，文化的な異質性と合わさって，

難民への視線を厳しくしている。図 2は難民の受け入れ状況を示すと同時に，

アメリカ社会がその経済的な負担に敏感であることを示している。何よりも，

地域社会に住む「異なる人びと」は，多数派の住民にとっては，難民であるの

か移民であるのか知る由もない。ましてや，国境を越えてテロの不安が拡大し

ている中で，脅威と感じられる人びとは，可能な限り自らの地域から排除した

いという反応が生じている。さらに言えば，本来はアメリカ社会によって支援

されるべき弱い立場にある人びとであっても，現在の難民の定義に該当しない

人びとは，支援ではなく排除の対象となっている。

おわりに

ベトナム戦争後に，ラオスからアメリカに渡ったモン難民が集住するツイン

シティで，モン文化センターを運営する研究者が，難民はアメリカ社会にとっ
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て資産なのか負債なのか， という問いかけを行ったことがある (Pfeifer2004)。

本稿では，移民の国として始まったと考えられているアメリカが，実際には移

民の枠組みの中に包含されていた難民という存在を，どのように認識し，受け

入れてきたのかを見てきた。アメリカが掲げる自由という理念から言えば，平

穏に生きる権利を奪われて祖国を逃れた難民に対して，アメリカの門戸は常に

広く開かれているはずであった。しかし，受け入れるアメリカ社会の側に立つ

と，既存の文化，経済，安全保障を脅かす存在として，自分たちの利害と対立

するかもしれない難民を前にして，アメリカの扉は閉ざされることが多かった。

また，移民と差異化された難民という存在が国際的に制度化される第 2次世

界大戦後は，冷戦の激化という国際状況と重な った。アメリカは，自らの自由

や人権を象徴できる存在として，難民を外交政策の中で利用しようとしたし，

そうした外交が難民を生み出しもした。 しかし，外交上の理由で大量の難民を

受け入れることは，アメリカ社会への負担として大きくのしかかった。アメリ

力が難民法を制定し，受け入れの制度を整えていくのと反比例して，アメリカ

経済が悪化し，同じ民族で集住する傾向の強い難民は，地元社会への負担とし

て認識されるようになった。 1970年代後半からアメリカに渡ったモン難民や，

湾岸戦争，イラク戦争後にアメリカに渡ったイラク難民も，時期は違いながら

もアメリカ社会の負債と見なされる中で，いかに自らを資産に変えていくかと

いう課題に直面した難民であった。

また， 9・11以降は，難民が安全保障上の脅威と見なされる傾向が強まった。

それ以前であっても，例えば人道に反するクメルージュと関わりがあったカン

ボジア難民は，自らが人道的な保護を必要とする状況に置かれながらも，「迫

害者」と見なされてアメリカヘの入国が許されなかった (LawyersCommittee 

for Human Rights. 1989)。イラク戦争後の，治安の悪化したイラクから，難民と

してアメリカに入国する人びとに対して，アメリカ社会は本当にその人たちを

受けいれても安全なのかと懸念を抱いた。それに呼応して，難民に対してアメ

リカが入国前に行う身元調査はますます厳しくなった。難民の履歴は，アメリ

カの法執行機関，情報機関，その他関連するデータベースに照会され，犯罪歴
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や指名手配の有無が確認されるほか，生体データまで採取されて検証される。

皮肉なことに，イラク難民はアメリカが引き起こした戦争が生んだ難民であり

ながら，アメリカ社会の入口で高い壁に妨げられることになる。

難民を生む外交を展開しながら，その一方で難民の最大の受け入れ社会と

なっているアメリカでは，新たな難民を受け入れるに伴い，国内に新たな課題

が生まれることになる。UNHCRは，難民問題の長期的な解決の道筋を，難

民が受け入れられた社会に統合し，定住していくことであると述べている。難

民条約によって与えられる権利や権限を越えて，難民が経済的に自立でき，受

け入れ社会で差別や搾取を受けずに住民と共存できることが終着点であるとす

る。しかし，それは必ずしも現地社会への同化を求めるものではないともされ

る (Crisp2004, 1-2)。「多様性の中の統一」をモットーとするアメリカが，移動

する人と受け入れる地域社会の間で長期的にどのような関係を築くのかは，今

後も課題であり続ける。と同時に，アメリカが力の行使を含めてどのような外

交を目指していくのかという方向性とも，切り離すことができない問題である

ことが認識されなくてはならない。
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